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１．東日本大震災による災害廃棄物の概要

１）東日本大震災における災害廃棄物の排出量と処理状況
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東日本大震災においても多量の災害廃棄物が排出

 
（東北３県で2,250万t）

それに加えて、災害廃棄物の放射能汚染が懸念されている。
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１．東日本大震災による災害廃棄物の概要

１）東日本大震災における災害廃棄物の排出量と処理状況

災害廃棄物の状況（石巻市）

沿岸市町村の廃棄物処理進捗状況（環境省WEBサイトより）
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岩手県 4,755 900 109 234 4,140 100% 87% 367 8%

宮城県 15,691 8,369 143 629 10,805 99% 69% 719 5%

福島県 2,082 633 36 115 1,230 61% 59% 90 4%

3県合計 22,528 9,902 288 978 16,175 96% 72% 1,176 5%
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処理・処分状況仮置場への搬入状況

平成24年2月20日
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２．政府の災害廃棄物処理への取組み

１）災害廃棄物処理の基本方針

昨年５月に策定の東日本大震災に係る災害廃棄物の処理指針（マス
 タープラン）に基づき処理を実施

○処理における役割分担
①国

 
：処理指針（マスタープラン）の作成

 
等。

②市町村：災害廃棄物の処理。
③県

 
：市町村等との総合調整、災害廃棄物処理の実行計画を作成。

○処理の考え方
・発生現場で粗分別、仮置き場で可燃物、不燃物、資源物等へ分別
総処理コストの低減、最終処分量の削減に努める

○広域処理の必要性
・被災地では処理能力が不足、
広域処理が必要
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２．政府の災害廃棄物処理への取組み

１）災害廃棄物処理の基本方針
○主な資材の種類別処理方法

・木くず・・・木質ボード、ボイラー燃料、発電等への利用

・コンクリートくず・・・復興資材として被災地での活用

・津波堆積物・・・有害物質を含むものは最終処分。それ以外は土木資材化、海洋投入

木くず（環境省HPより）

コンクリートくず
（環境省HPより）
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２．政府の災害廃棄物処理への取組

２）処理方針のｽｹｼﾞｭｰﾙ
○仮置場への移動

・生活環境に支障が生じうる災害廃棄物

：平成２３年８月末までに仮置き場へ概ね移動済

・その他

：平成２４年３月末まで

○中間処理・最終処分

・腐敗性等がある廃棄物

：速やかに処分

・木くず・コンクリートくずで

再生利用予定のもの

：適切に期間設定

・その他

：平成２６年３月末まで

朝日新聞

 
（H24.2.24)

7



２．政府の災害廃棄物処理への取組み

３）処理推進体制について

○県が災害廃棄物処理の実行計画を作成

○市町村が県作成の災害廃棄物処理の実行計画を踏まえ、災害廃棄
 物の処理を実施

○被災市町村から事務委託を受けた場合は、県が代わりに処理を実施

○県、市町村、国、関係業界が参加する災害廃棄物の処理に関する協
 議会を岩手・宮城・福島県に設置
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３．建設系の災害廃棄物の再利用に向けた取組み

１）災害廃棄物の処理状況（宮城県石巻地区の場合）

混合廃棄物等

 
・・・

 
県外処理

コンクリートがら、アスファルト・コンクリートがら・・・

 
ブロック内（石巻）、県内利用

被災地被災地

一次仮置き場一次仮置き場
二次仮置き場二次仮置き場
県内処理県内処理

 
339339万ﾄﾝ（万ﾄﾝ（32+30732+307））

 
県外処理県外処理

 
294294万ﾄﾝ（万ﾄﾝ（40+25440+254））

収集・運搬

収
集
・
運
搬

当初予定していた広域処理難しい状況
⇒県内でのリサイクルが期待されている
※広域処理で予定していたリサイクル：201万ﾄﾝ
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３．建設系の災害廃棄物の再利用に向けた取組み

１）災害廃棄物の処理状況（宮城県石巻地区の場合）

処理スケジュール

10



３．建設系の災害廃棄物の再利用に向けた取組み

２）－①
 

建設副産物情報交換システム

http://www.recycle.jacic.or.jp/

（財）日本建設情報総合センター（JACIC）

建設副産物情報センターホームページ 11

建設系の災害廃棄物の公共事業での受け入れ（再利用）への活用が期待されている

２）公共工事への資材受け入れに向けた情報交換



３．建設系の災害廃棄物の再利用に向けた取組み

２）－②
 

災害廃棄物の有効利用のための協力体制

■再生砕石と土に関する利用情報提供システムの構築

（対象：公共事業）

公共事業発注部局から、災害廃棄物処理部局に情報提供

災害廃棄物の有効利用のための協力体

 制について
○国の出先機関の資材情報は災害廃

 棄物の現地連絡会議で東北地方環境

 事務所が集約。

○県・市町村の公共事業発注部局から

 の情報も、東北地方環境事務所で集約

 し、災害廃棄物処理担当部局へ、必要

 に応じ適宜情報提供。

○資材の条件が折り合えば、担当部局

 間で調整。 12

２）公共工事への資材受け入れに向けた情報交換



３．建設系の災害廃棄物の再利用に向けた取組み

３）ー①
 

東日本大震災からの復興に係る公園緑地整備の

基本的考え方(抄)

Ⅳ
 

緑地造成等における災害廃棄物の活用

１．災害廃棄物の活用に関する基本的考え方

コンクリートくず・・・盛土材及び再生砕石等の建設資材

木くず（木材、倒木等）・・・原則としてマルチング材、植栽基盤等緑地の
 整備に関する資材等

津波堆積物・・・盛土材及び植栽基盤としての活用が可能

混合状態の災害廃棄物・・・管理型最終処分場を緑地の中に整備し、
 安定後に上部を緑地として活用

建設系の災害廃棄物の受け入れ（再利用）に向けた考え方
 を整理したもの
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３）資材の受入基準



３．建設系の災害廃棄物の再利用に向けた取組み

３）ー②
 

迅速な復旧・復興に資する再生資材の宅地造成盛土への活
 用に向けた基本的考え方(抄)

宅地は、管理が個々の宅地所有者に委ねられ、公共用地と異なり維持管理が容易に行えるも

 のではなく、上部の建築物や宅地所有者が変わることも起こり得ることから、盛土の

 安定性と周辺環境への安全性を継続的に保持させることが必要である。

したがって、宅地造成盛土には、災害廃棄物をそのまま活用することはせず、リサイクルされ、工

 学的に安定した資材（以下、再生資材と呼ぶ。）を盛土材料として活用する。
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３）資材の受入基準



３．建設系の災害廃棄物の再利用に向けた取組み

４）新たな技術開発

４）ー①土木学会東日本大震災特別委員会復興施工技術特定テーマ委員会

試験的に簡易な分
 級を実施し、強度
 を確認したもの

堆積土砂集積状況（分別前） がれき混じり土砂の分別マシン 分別後の状況
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３．建設系の災害廃棄物の再利用に向けた取組み

４）新たな技術開発

４）－②建設技術研究開発助成制度による支援
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４．放射性物質汚染災害廃棄物等に関する取組み

１）放射性物質による汚染状況（文部科学省HPより）

第4次航空機モニタリングの測定結果を反映した東日本

 
全域の地表面から1ｍ高さの空間線量率（文部科学省） 文部科学省による第4次航空機モニタリングの結果（福島第一原子

 
力発電所から80km圏内の地表面から1m高さの空間線量率）

東日本が広く汚染されている
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４．放射性物質汚染災害廃棄物等に関する取組み

２）放射性物質汚染対処特措法

汚染廃棄物の処理と除染を実施
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４．放射性物質汚染災害廃棄物等に関する取組み

２）放射性物質汚染対処特措法

～基本方針
放射性物質汚染対処特措法第７条に基づき、平成23年１１月１１日に

 閣議決定

＜基本方針に定められる事項＞

・事故由来放射性物質による環境の汚染への対処の基本的な方向
・事故由来放射性物質による環境の汚染の状況についての監視及

び測定に関する基本的事項
・事故由来放射性物質により汚染された廃棄物の処理に関する基本的事項
・土壌等の除染等の措置に関する基本的事項
・除去土壌の収集、運搬、保管及び処分に関する基本的事項
・その他事故由来放射性物質による環境の汚染への対処に関する重要事項
→「廃棄物の再生利用の推進のため、安全性を確保しつつ可能な限り廃棄物

の再生品（セメントや再生砕石等）の活用をはかるものとする。」という
記載あり。
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４．放射性物質汚染災害廃棄物等に関する取組み

３）計画的避難区域設定前における線量の高い地域の砕石の流通に
 伴う問題について

福島県二本松市の一部建築物にお
 いて屋外より高い線量が測定された

 ことは、当該建築物の基礎に年間推
 計積算線量が１００ミリシーベルトを

 超える地域の砕石が使用されたこと
 が原因である可能性が高い。

→原因究明のための調査、原因と考
 えられる砕石・砂利の出荷基準を検

 討

毎日新聞
（H24.1.16）
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４．放射性物質汚染災害廃棄物等に関する取組み

３）計画的避難区域設定前における線量の高い地域の砕石の流通に
 伴う問題について

東北地方整備局記者発表資料より

調査状況写真
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４．放射性物質汚染災害廃棄物等に関する取組み

３）資材の基準策定に向けた取組み

→今年度末に基準策定予定

砕石及び砂利の出荷基準に関する検討について（案）

平成24年2月15日

製造産業局

住宅産業窯業建材課

経済産業省の第1回砕石及び砂利

 
の出荷基準に関する専門検討会資料より
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５．今後の課題

【災害廃棄物】
・広域処理のより一層の推進
・復興施策に係る事業における災害廃

 棄物の有効利用

【放射性物質汚染災害廃棄物等】
・再利用に向けた各種基準等の検討
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